Ⅱ－４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当：森山・中原・西川
Xは建設業を営む会社である。Xの取引先である建築資材販売を専門とする業者の中には、「松山商事」と、「松山通商」（以下では、Mと略記することがある）がある。いずれも個人業者である。Xは、Q銀行京都支店に普通預金口座を有しており、合わせて、Q銀行のインターネット・バンキングシステムで、この口座を指定し、利用している。なお、Xは、同システム上で、一回の振込上限額を500万円に設定していた。
　2008年11月11日、Xの経理部長Aは、経理部の職員Bに、「松山商事」への未払代金200万円を、P銀行梅田支店に開設されている「松山商事」の普通預金口座に振り込むように、指示をした。ところが、Bは、同日の午前11時ごろ、Q銀行インターネット・バンキングシステムを利用して、誤って、P銀行梅田支店に開設されている「松山通商」（M）の普通預金口座に200万円を振り込むように画面操作をし、同日、同口座に200万円が振込記帳された。振込手続と入金記帳の処理は、Q銀行およびP銀行のマニュアルどおりに、とどこおりなくおこなわれた。
　翌12日の夕刻、Aは、Bが入金すべき口座を間違えたことに気付いた。Mは、すでにこのうちの150万円を同月11日の午後2時に、P銀行梅田支店で引き出していた。Mの言によれば、同月12日に、同業者Yに対して、Mが2007年6月6日に1年後の返済を約束して、利息30万円を天引きの上で負担していた300万円の借入金債務と遅延利息の合計額の一部を弁済したとのことである。Aは、間違いに気付いた直後の11月12日午後5時に、Q銀行京都支店に連絡を入れ、組戻し（振込委託契約の合意解除）の依頼をしたものの、同支店は、すでに150万円の払戻しがされていることを理由に、これを拒んだ。そこで、Aは、同日午後5時18分に電話と電子メールでMに連絡を入れ、至急に200万円を戻してくれるように要請していた。
　現在は、2008年11月20日である。Xとしては、MがYから300万円を借りていたなど、信じられない。なお、Xは、Mとの間で過去に取引があったが、ここ一年ほどは、一件の取引もなく、いかなる債務も負担していない。Mには、現在、めぼしい財産はない。振り込まれた200万円のうち、残額50万円は、今もなおMの上記口座に普通預金として残っている。
(1)Ｘは、Ｍに対して、200万円の支払いを求めたい。　　　　　　　　　　　文責：森山
(a)Ｘは、どのような観点から請求していけばよいか。
最判平8・4・26民集50-2-1267
振り込み依頼人が「㈱東辰」の口座に振り込むように委託すべきところを、かつて取引関係があった「㈱透信」の口座に振り込むように委託してしまった事案。
判決要旨…振り込み依頼人から受取人の銀行の普通預金口座に振り込みがあったときは、両者の間に振り込みの原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず、受取人と銀行との間には振込金額相当の普通預金契約が成立する。
判例によれば、振込依頼人と受取人との間に振り込み原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず、受取人と預入金融機関の間の預金契約に基づき、受取人を債権者とする預金債権が成立する。こうすることが、資金移動の安定と円滑処理の要請にも資することになる。
このとき、振込依頼人は、受取人に対して、振込金額と同額の不当利得返還請求をすることができる（判決傍論）。預入金融機関の間の預金契約に基づいて、たしかに受取人は振込金額に相当する預金債権を取得するが、預金債権に相当する金銭的価値は、本来、振込依頼人に帰属すべきものと考えられるからである。
不当利得の制度
ある者がある利益を保持しているけれども、その者による利益の保持が法的に正当化されない場合（=法律上の原因のない利得）に、この利益を本来保持すべきものに返還すべき義務を受益者に負わせる制度。受益の全部返還が原則であるが、民法は、一方で、703条を設け、善意の受益者は利益の存する限度での返還で足りるとし、さらに704条を設け、悪意の受益者には受益の返還のみならず、利息と損害賠償の支払いを命じている。
703条：法律上の原因無く他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために他人に損失を及ぼした者は、その利益の存する限度にこれを変換する義務を負う。
一般不当利得の成立要件 

1 他人の財産または労務によって利益を受けたこと
2 他人に損失を与えたこと
3 受益と損失との間に因果関係があること
4 受益が法律上の原因を欠いていること
●衡平説
利得者・損失者間での財産上の均衡を図り、衡平の理想を実現する制度として不当利得制度を考える。衡平の観点から受益者による利得の保持が正当化されない場合を一括し、統一的に処理する。他の制度によって調整できないが、受益者の下での利益の保持が衡平に反すると考えられる場合にはじめて、不当利得制度による調整が行われるとする（不当利得の補充性）。
批判；①物権行為の無因性（債権契約の無効は、この下で行われる物権契約の効力に影響を及ぼさないという原則）を採用しているドイツで、「原因行為たる債権契約が無効であるにも関わらず、物件契約が有効であるために譲受人に移転したままになっている所有権の返還を、不当利得の法理により実現させる」という場面を想定したもの。わが国では物権行為の無因性は認められていない。
②「衡平」の理念から、直ちに利得の調整に関する結論が導かれるわけではない。不当利得法の適用に際して、「衡平」は判断基準として機能していない。むしろ財貨の利点や帰属の基礎となった法律関係を考察するべき。
③不当利得法は他の実定法上の諸制度と同次元の存在であり、一般法を修正する高次の法と位置づけるべきではない。
●類型論
利得をもたらした「法律上の原因」の解明を通じて、不当利得が問題になる場合を類型化する。
1 侵害利得…ある利益が法秩序によって特定の人に帰属すべきものとされているにも関わらず、利益の帰属について権限を有しない者（受益者）にその利益が帰属しているため、受益者の利益保持が「法律上の原因」を欠き、法秩序によって正当化されない場合。
2 給付利得…特定人から特定人（受益者）に対して給付がなされたところ、その給付
の原因となった法律関係が存在していなかったために、受益者の給付利益の保持が「法律上の原因」を欠き、法秩序によって正当化されない場合。
3 費用利得…ある者の財産もしくは労働が他人の財産に投下されたことによって、そ
の他人の財産が増加したところ、その他人（受益者）のもとでの財産の増加が法秩序によって正当化されない場合。
4 求償利得…ある者が自己の支出において、他人の債務を弁済したときに、この他人
（受益者）が債務からの解放という利得を得ていていることを捉えて、弁済者からこの者への利得の償還を求める場合。
侵害利得の返還得請求権と物権的返還請求権
侵害利得の返還請求権は、法秩序により所有権その他の財貨帰属権限を持つ者に割り当てられている価値が他の者（受益者）に帰属しているときに、この価値を利益帰属主体に回復（財貨帰属割り当ての回復）させることを目的とする点で、物権的返還請求権に類似する機能を持つ。このことは侵害利得の返還請求権の要件事実にも反映する。
侵害利得に基づく不当利得返還請求の成立要件
1 他人の財産または労務によって利益を受けたこと→物権的請求権の占有に対応
2 この①の受益が権利者の権利に由来すること→物権的請求権の所有に対応
「他人に損失を与えたこと」「受益と損失との間に因果関係があること」は、侵害利得では、問題の利益が本来割り当てられるべき者が誰かを確定するための意味しか持っていない。当事者の確定問題は②に集約される。
また「受益が法律上の原因を欠いていること」は、物権請求権と同様に法律上の原因の存在として相手方の主張・立証すべき抗弁である（最判平3・11・19）。
物権的返還請求権との競合問題
動産・不動産所有などの現物返還が問題となる局面では、物権的返還請求権によるべきであり、物の滅失・損傷により物権的返還請求権及びこれに類似する原状回復請求権が行使できないときにはじめて、不当利得に基づく返還請求権は成立する。所有権侵害以外の財貨帰属割り当ての侵害事例においても同様。
いわば、財貨帰属の回復に関しては、侵害利得の返還請求権が一般法、物権的返還請求権が特別法という関係に立つ。
あてはめ
ＸとＭとの間に振り込みの原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず、ＸとＳ銀行との間の預金契約に基づき、Ｍを債権者とする預金債権は成立する。しかしながら、本来はⅩに帰属するべき額・200万円に相当する額がＭに帰属していることから、ＸはＭに侵害利得として、200万円の不当利得の返還請求をすることができる。
(b)Ⅹから請求を受けたＭは、どのように反論をしていいか。　
善意受益者の利得消滅の抗弁
703条より、善意の受益者について、債権者からの不当利得返還請求に対し、返還すべき利益がもはや自らのもとに現存していないとの抗弁ができる。
また、受益者が当初善意であっても、その利得に法律上の原因がないことを認識した後には、受益者は、それ以後は悪意受益者として扱われる。したがって、認識後の利得の減少ないし消滅は、不当利得返還義務の範囲を減少させない。（最判平3・11・19）
(ァ)Ｍとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきか。
あてはめ
150万円を払い戻しした時点で、法律上の原因のない不当利得であることを知らなかったとすると、Ｍは善意の受益者であるため、現存利益の50万円のみを変換すればよい。
(ィ)これに対して、Ⅹは、どのように再反論していけばよいか。
704条：悪意の受益者は、その受けた利益に利息を付して返還しなければならない。この場合において、なお損害がある時は、その賠償の責任を負う。
あてはめ
ＸとＭとの間では過去に取引があったが、ここ1年ほどは、1件の取引もなく、いかなる債務も負担していない事実から、Ｘから通知される以前に、200万円の利得が法律上の原因なしに自己の領域に属しているものを認識しているといえ、704条の悪意の受益者である。よって、ⅩはＭに200万円に利息を付して返還しなければならない。
（２）Xは、Q銀行に対して、200万円の支払いを求めたい　　　　　　　　文責：中原
　（a）Xは、どのような観点から請求してゆけばよいか。
まず、振込依頼人（X）と金融機関（Q銀行）の間には振込委託契約が締結されており、この契約に基づいて振込相当額が振込依頼人から銀行に給付されているので、この給付には「法律上の原因」があります。したがって、金融機関に対し振込依頼人が振込金相当額を不当利得として返還請求するためには、振込委託契約の錯誤無効（民法95条）を主張・立証する必要があります。
ここで、誤振込が振込委託契約の「要素の錯誤」に当たるのかが問題となります。振込取引は特定の受取人の預金口座に振込資金を入金することを仕向銀行（振込依頼人から支払の委託を受けた銀行）に依頼するものなので、受取人の指定は振込依頼人の振込指図の意思表示に不可欠な要素であって、当然に振込委託契約の「要素の錯誤」に当たると考えます。
　（b）Xからの請求を受けたQは、どのように反論していけばよいか。
　　（ア）Qとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
　　（イ）これに対して、Xは、どのように再反論をしてゆけばよいか。
上記の振込依頼人による錯誤無効の主張に対して、金融機関側は単に振込依頼人の誤振込、つまり振込依頼人の重過失を主張するのみで良いと考えられます。
（あてはめ）
振込依頼人Xは自身の誤振込という重過失により、錯誤無効の主張を行うことはできない為、Q銀行に対しては振込金相当額を不当利得として返還請求することはできない。
（３）Xは、P銀行に対して、200万円の支払いを求めたい　　　　　　　　文責：中原　　　　　
　（a）Xは、どのような観点から請求してゆけばよいか。
振込依頼人XはMとの間には送金のための原因となる法律関係を欠いており、MのPに対する預金債権は成立しておらず、Xの損失により、P銀行が不当に利得を得ているとして、不当利得返還請求権を行使しようとすることが考えられます。
　（b）Xからの請求を受けたPは、どのように反論していけばよいか。
　　（ア）Pとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
　　（イ）これに対して、Xは、どのように再反論をしてゆけばよいか。
ここで一般に、金融機関を利用した振込みは、銀行（仕向銀行）が振込依頼人から資金を受け取り、その依頼に基づき、受取人の取引銀行（被仕向銀行）の預金口座に資金を入金するよう依頼し、被仕向銀行がこれを受けて受取人の預金口座に入金するものである為に、振込依頼人から受取人の取引銀行の普通預金口座に振込みがあったときは、振込依頼人と受取人との間に振込みの原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず、受取人と取引銀行との間に振込金額相当の普通預金契約が成立し、受取人が取引銀行に対して上記金額相当の普通預金債権を取得するものと解するのが相当であると思われます。（最高裁平成８年４月２６日第二小法廷判決・民集５０巻５号１２６７頁）
振込制度は銀行間および銀行店舗間の送金手続を通して安全・安価・迅速に資金を移動する手段であって、多数かつ多額の資金移動を円滑に処理する為、その仲介に当たる銀行が各資金移動の原因となる法律関係の存否、内容を関知することなくこれを遂行する仕組みが取られています。もし各資金移動について一回一回原因となる法律関係の存否を確認していたら、振込制度は迅速・安易な資金移動制度として機能しなくなってしまいます。この振込制度の性質からしても、最高裁平成８年４月２６日第二小法廷判決の判断の方が妥当であると思われます。
上記のような判例・振込制度の状況から、仮に、誤振込であっても、Mの本件口座に振込があったときは、MのP銀行に対する預金債権は有効に成立していると考えます。
すると、MはP銀行に有効な預金債権を持っていることになり、Mに対して弁済を行ってしまったP銀行の保護が問題となってきます。
ここで、弁済者保護の規定として民法478条が存在します。
民法478条（債権の準占有者に対する弁済）
債権の準占有者に対してした弁済は、その弁済をした者が善意であり、かつ、過失がなかったときに限り、その効力を有する。
この478条の支払免責の法理は、権限のない者の権限のあるような外観を信じ、善意・無過失で弁済してしまった弁済者を保護するという趣旨であり、特に銀行においては銀行が行う預金債務の弁済が、義務的行為であることから、弁済者＝銀行の保護を図るものとして活用されることがあります。
本問において、Mは有効に成立した預金債権を有している債権者であり、債権の準占有者
ではありません。しかし、478条の趣旨や義務的行為として弁済を行った善意・無過失であるP銀行保護の必要性を考えると、478条を類推適用してP銀行を保護すべきであると考えます。
（あてはめ）
P-M間では誤振込であっても、Mの本件口座に振込があったときは、MのP銀行に対する預金債権は有効に成立しているといえる、しかし、すでにMに支払った金額に関しては、PがMに支払った時点ではMはPからすれば完全な預金債権者であり、P銀行が支払いを拒むことは不可能であること、また支払いの時点でP銀行は善意・無過失であることから、P銀行は478条の類推適用により免責されると思われる。以上の点からXはP銀行に対し200万円全額の不当利得返還請求を行うことはできない。
（４）Ｘは、Ｙに対して、150万円の支払を求めたい。　　　　　　　　　　文責：西川
　（a）Ｘはどのような観点から請求していけばよいか。
本問においては、騙取金銭による不当利得というものが問題になる。本問では、ＸがＭに誤振込みをしたのであるが、ＸとＭが最近は取引をしていないことやＸがＭに対し、いかなる債務も負担していないことを考えると、Ｘの振込みが誤ったものだと気づくと思われる。しかし、このことをＸに通知せず、Ｙへの弁済に使ったことを考えると、騙取と考えられるのではないかと思われる。
一般的に、自分が所有している動産や不動産を他人に、騙しとられたとき、所有者は、その動産・不動産を現在占有している者に対し、所有権に基づき返還請求をすることができる。しかし、例えば、Ｘが所有していた100万円をＭが騙し取り、これをＹに対し負担していた100万円の借入金債務の弁済にあてたという場合では、ＸはＹに対し、所有権に基づき100万円の返還を求めることができるのか。
判例・通説…金銭は、占有あるところに所有あり　→　請求不可
しかし、一定の場合に、不当利得に基づいて、ＸがＹに対して、返還請求ができる。騙取された金銭について、Ｘは形式的には所有権を失うが、それは、金銭の特殊性が理由であり、実質的には、騙取されたＸに帰属しているとみることができ、Ｘに対しＹが返還義務を負うと解することが法律上の理念より生じる公平の理想に適合するものと考えられるときに、不当利得を根拠として、返還請求を認めるとしている。
金銭の不当利得を理由に、ＸがＹに対して受益の返還を求めるとき、「他人の財貨からの利得」であるため、不当利得返還請求権の要件として、以下の2つが求められる。
①Ｙの受益
②この受益がＸに由来すべきものであること
しかしながら、騙取金銭による不当利得の場面では、Ｘのもとから騙取された金銭がＭの資産に入り込んだ上で、Ｙへと移転したという状況が認められ、このような場合で、②の要件事実が充足されるのかが、問題となる。
この問題は、受益と損失の因果関係の問題として論じられ、かつては、因果関係の直接性が要求され、中間者が介在している場合には因果関係の直接性がないとした大審院判決も存在する。しかし、現在の判例では、社会観念上の因果関係という基準で受益と損失の因果関係を判断するという立場に転じている。つまり、社会観念上Ｘの金銭でＹの利益をはかったと認められるだけの連絡がある場合には、不当利得の成立に必要な因果関係があるものと思われる。
[あてはめ]

1 ＹはＭから弁済を受けたので、受益が存在すると解する。
2 本問において、Ｘの金銭は、Ｍの資産に入ってしまっているが、Ｍにめぼしい財産がないことなどから判断するに、社会観念上Ｘの金銭でＹの利益をはかったと認められると思われるので、因果関係が存在し、Ｙの受益はＸに由来するものであると解する。
したがって、以上2つの要件を満たすので、ＸはＹに対して、150万円の返還を請求できると思われる。
　（b）Ｘからの請求を受けたＹは、どのように反論をしていけばよいか。
Ｙは抗弁として、「Ｘは金銭的価値の支配権原を喪失した」と言え、以下2つのことが重要である。
1 Ｘ・Ｍ間での契約とそれに基づく金銭の交付によるＸの価値支配権原の喪失
→ＹはＸ・Ｍ間の契約や債務履行の際の金銭交付がなされたことを主張・立証することでＸが金銭的価値の支配権原を喪失したとして不当利得返還請求を否定できる。
2 Ｙが金銭的価値の支配権限を取得したことによるＸの価値支配権原の喪失
　　　→動産所有権の即時取得（192条）に基づく原所有者の所有権喪失の抗弁に対応するものである。Ｙが金銭的価値を即時取得したのであるから、その反射効果として、Ｘが金銭的価値の支配権原を喪失したとして不当利得返還請求を否定できる。
（1） Ｙとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
[あてはめ]

1 本問においては、Ｘの誤振込みによるものなので、契約や債務履行ではないため、これに関しての抗弁はできないと思われる。
2 即時取得に関しては、動産ではなければならなく、金銭は動産に含まない。しかし、あくまでも、ここでは、動産所有権の即時取得に基づく原所有者の所有権喪失の抗弁に対応するものであるため、Ｙは、金銭的価値の即時取得を理由に、Ｘが金銭的価値の支配権原を喪失したとして不当利得返還請求を否定できると思われる。
（2） これに対して、Ｘは、どのように再反論をしていけばよいか。
Ｙの抗弁は、②においてしかできないと思われるので、ここでは、②のみ、Ｘの再抗弁を論じていく。
ここでは、金銭の持つ高度の流通性と弁済手段としての性格を考慮したとき、Ｙの下での金銭的価値の帰属が正当化されないのは、当該金銭的価値の取得が騙取金銭によることにつき、Ｙが悪意・重過失の場合に限られるべきである。Ｙが軽過失に止まるときには、Ｙへの帰属は正当化されるべきである。
したがって、Ｘは、ＹがＭから金銭を受領するにつき、この金銭はＭにおいてＸから騙取したものであることを知っていたこと（悪意）、または知らなかったことにつき重大な過失があったことを主張・立証しなければならない。
[あてはめ]

ＭがＸの誤振込みによって得た金銭での弁済をしたことを、Ｙが知っていた節はなく、またＹがこのことについて知らなかった場合についても、重過失があるとは思われないため、ＸはＹに対して、再反論をすることはできないと思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
